
（様式１）

①学校名： ②所在地：

③課程名：
④正規課程／履
修証明プログラ
ム：

⑤開設年月日：

⑥責任者： ⑦定員： ⑧期間：

⑨申請する課程
の目的・概要：

⑩４テーマへの
該当の有無

⑪履修資格：

⑫対象とする職
業の種類：

職業実践力育成プログラム（ＢＰ）への申請について

平成２９年　９月１５日

大学院保健学研究科長　木田和幸 ２年間

目的：放射線被ばくや放射線防護に関する高度な専門知識・技術を基盤とし、施設や地域における個人
や集団の放射線被ばく防護対策に従事すると共に、放射線被ばくに関連した複雑な健康問題を持つ個
人、家族および集団に対して高度看護実践を行うことのできる看護師を育成する。
概要：本コースでは、放射線看護の高度実践者として「被ばく医療看護」と「医用放射線看護」を専門と
する看護師の養成を行う。具体的には、被ばく医療の拠点となる医療機関の受け入れ体制を整え、放
射線被ばくや防護に関する専門知識を持つ専門職者として住民の健康管理および放射線リスクコミュニ
ケーションができる人材、また、放射線診療を受ける患者や家族等の安全•安心のために、医療被ばくや
公衆被ばく、職業被ばくの低減、放射線の身体影響を有する患者や放射線被ばくへの不安を持つ対象
者に対して水準の高い看護が提供できる人材の育成を目指した教育を行う。

大学院保健学研究科保健学専攻
（博士前期課程）放射線看護高度

看護実践コース
2015/4/1

青森県弘前市文京町一番地

正規課程

弘前大学

看護師

保健学専攻３０人（平成２８
年度放射線看護高度看護実

践コース修了者２人）

無

（平成30年度入学者の場合）
下記のいずれかに該当する者で，看護師免許を取得した者又は取
得見込みの者であり，かつ本学が実施する入学試験に合格した者
1）大学を卒業した者又は平成30年3月までに卒業見込みの者
2）学校教育法第104 条第4項の規定により学士の学位を授与された者又平成30年3月までに授与される見込みの者
3）外国において，学校教育における16年の課程を修了した者又は平成30年3月までに修了見込みの者
4）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより，当該外国の学校教育における16 年の
課程を修了した者又は平成30 年3月までに修了見込みの者
5）我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における16 年の課程を修了したとされるものに限
る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定する
ものの当該課程を修了した者又は平成30年3月までに修了見込みの者
6）専修学校の専門課程（修業年限が4年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすものに限る。）で文部科
学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者又は平成30 年3月までに修了見込みの者
7）昭和28年2月7日文部省告示第5号をもって文部科学大臣の指定した者
8）学校教育法第102条第2項の規定により他の大学院に入学した者であって，大学院における教育を受けるにふさわしい学力
があると本研究科において認めた者
9）次のいずれかに該当する者であって，所定の単位を優れた成績をもって修得したものと本研究科において認めたもの（平成
30年3月までに修得が見込まれる者を含む。）
イ大学に3年以上在学した者
ロ外国において学校教育における15年の課程を修了した者
ハ外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校教育における15年の課
程を修了した者
ニ我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における15年の課程を修了したとされるものに限
る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定する
ものの当該課程を修了した者
10）個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の学力があると本研究科において認めた者で，平成30年3月31
日までに22歳に達する者



⑬身に付けるこ
とのできる能力：

⑭教育課程：

⑮修了要件（修
了授業時数等）：

⑯修了時に付与さ
れる学位・資格等：

⑰総授業時数： 49 単位
⑱要件該当授
業時数：

42
該当
要件

企業等
双方向
実務家
実地

⑳成績評価の方法：

㉑自己点検・評
価の方法：

㉒修了者の状況に
係る効果検証の方
法：

㉓企業等の意見
を取り入れる仕
組み：

㉔社会人が受講
しやすい工夫：

㉕ホームページ：

講義は平日の夜間に開講（18時以降）、この他に、土日祝祭日に集中講義、一部の科目でe-learningの
導入、長期履修制度（3年間、4年間）を導入している。

（ＵＲＬ）　http://www.hs.hirosaki-u.ac.jp/kouhou/hg/web/daigakuin/course_hosyasenkango.html

2年以上在学し、本コースが定める科目から42単位以上を修得することである。このうち課題研究につい
ては必要な研究指導を受けたうえ、課題研究論文審査及び最終試験に合格すること。

（学位名）：修士（看護学）
（大学独自の資格等）：放射線看護高度実践看護師（Radiological Nursing Specialist）

弘前大学は、独立行政法人大学評価・学位授与機構による大学機関別評価（平成１７年度、平成２４年
度）及び選択的評価事項「研究活動の状況」（平成１８年度）を受けた。また、外部評価（平成２０年度）を
受審している。この他に、各事業年度における業務の実績について国立大学法人評価委員会の評価、
研究科の自己点検・評価を行っている。

授業科目を履修し試験に合格した者に所定の単位を与える。但し、試験は筆記試験に限らず、論文、レ
ポート、実技の成績等によってこれに代えることがある。

（得られる能力）
・左記の知識、技術、技能に基づく高度看護実践
能力
・放射線被ばくを最小限にするための的確な臨床
判断と管理能力
・個人や集団が放射線に関する正しい知識を有
し、自らの健康を守るための判断と行動ができる
ように教育・啓発活動及び相談活動ができる能力
・看護職者に対して、放射線看護に必要な知識及
び技術に関する教育・相談活動ができる能力
・放射線看護に必要な教育・医療システムの調整
を行うことができる能力
・放射線看護に関する倫理的課題に対し的確な
判断を行い、解決に向けて支援を行うことができ
る能力
・放射線看護に関する専門的知識や技術の向上
に資する看護研究を行うことができる能力

修了生を対象とした学習会・事例検討会の継続開催を予定（平成29年9月、平成30年1月、3月予定）し
ており、その場にて平成29年3月の修了生2名（1期生）の看護実践活動等の情報を収集し、教育の効果
を検証する予定である。
（教育課程の編成）
企業等（実習施設）の看護管理者や実習担当者、実習指導者と教員で組織する調整会議等（実習開始
前の打ち合わせ会議、学生の学修内容を確認・共有・指導・助言を行うカンファレンス、実習終了時の学
修内容の発表会（プレゼンテーション）、実習終了後の会議）の場で、実習科目及び教育課程全体に対
する意見交換を行い、次年度以降の教育課程編成に意見を取り入れる。上記調整会議等で出された意
見は、本コース教育課程の教育を行う教員で組織するワーキンググループ会議（月1回開催）で共有し、
協議を経た後に教育課程に反映させる。
（自己点検・評価）
国立研究開発法人量子科学技術開発機構放射線医学総合研究所の担当者と本学教員で組織する会
議を設け、外部からの評価・提言として、本コース教育内容に関する課題を検討して頂き、出された意見
を基に自己点検・評価を行い、意見を反映させる。上記会議で出された意見は、本コース教育課程の教
育を行う教員で組織するワーキンググループ会議（月1回開催）で共有、教育効果等を検証し、その検証
結果の報告に基づき、本学及び研究科の「自己点検・評価」において、課程の点検・評価を行う。

高度看護実践者として必要な能力を育成する科目として、看護理論、コンサルテーション論、看護倫理
学特論、フィジカルアセスメント、病態生理学、臨床薬理学等を置く。また、放射線被ばくや放射線防護
に関する高度な専門知識・技術、放射線看護の対象者の理解と看護支援のための知識・技術を育成す
る科目として、基礎放射線学特論、被ばく医療学特論、放射線医学特論、放射線看護学特論、放射線
看護学特別演習、被ばく医療看護論、被ばく医療看護方法論、医用放射線看護方法論を置く。上記講
義では、事例分析やシミュレーション教育、グループ討議等を取り入れることで、看護実践力向上を目指
すカリキュラムとしている。さらに、放射線看護学実習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲの科目を置き、臨床現場での看護過程
展開やスタッフ教育等の実践を行うことで、放射線看護の実践力、臨床判断能力、看護管理能力、教
育・相談能力、専門職者間の調整能力、倫理的課題の調整能力等を修得させるよう構築されたカリキュ
ラムとしている。

⑲要件該当授業時数
　　／総授業時数：

85.71%

（身に付けられる知識、技術、技能）
・放射線や放射線被ばく、放射線防護に関する専門
知識と技術
・放射線の人体影響に関する知識
・放射線被ばくを最小限にするための知識と技術
・放射線教育や放射線リスクコミュニケーションに関
する知識と技術
・放射線看護に関する教育に必要な知識と技術
・被ばく医療体制の構築やシステムの調整に関する
知識と技術
・放射線看護に関する倫理的課題への支援方法の
知識と技術



事務担当者名： 所属部署：

＊パンフレット等の申請する課程の概要が掲載された資料を添付してください。
＊様式に記載いただいた内容と欄外の「※集計用データ（文部科学省使用）」に記載の内容が、一致しているかを
　 必ずご確認ください。

本庄　豊

連絡先：
（電話番号）
（E-mail)

0172-39-5911
jm5911＠hirosaki-u.ac.jp

弘前大学保健学研究科学務グループ
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